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経済財政改革の基本方針２００８（平成20年６月27日閣議決定）
＜抜粋＞

第２章 成長力の強化
１．経済成長戦略

【具体的手段】
Ⅰ 全員参加経済戦略

① 新雇用戦略 （ｐ５～６）
・ 待機児童ゼロに向け、保育サービスの充実を目指し（2010 年に保育サービス利用率を20.3％から26％へ）、その

財源の在り方について、社会保障国民会議の議論も踏まえ、抜本的税制改革において検討する。保育サービスに係る
規制改革については、子どもの福祉への配慮を前提に、利用者の立場に立って、平成20 年内に結論を出す。

・ 「こども交付金」（仮称）の導入など、認定こども園に関する補助金の一本化による「二重行政」の解消策を検討し、
平成20 年夏を目途に取りまとめ、平成20 年度中に制度改革についての結論を得る。

第４章 国民本位の行財政改革
１．国民本位の行財政への転換

（２）生活者重視の行政システム（消費者行政、規制改革）
【具体的手段】

（３）消費者・生活者のための規制改革 （ｐ１９）
診療報酬の審査・支払業務の抜本的効率化、質の確保された保育サービスの充実を含む幅広い分野について取り

組み、平成２０年末までに結論を得る。

第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築
１．国民生活を支える社会保障制度の在り方等

【具体的手段】
（２）重要課題への対応

③ 総合的な少子化対策の推進 （ｐ２５）
・ 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等に基づき、保育サービスや放課後対策等の子育て支援の拡充及び仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を車の両輪として、少子化対策を行う。
・ 税制の抜本的な改革と併せ、保育サービスの提供の仕組みを含む包括的な次世代育成支援の枠組みを構築する。
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「地方分権改革推進要綱（第１次）」
（平成２０年６月２０日 地方分権改革推進本部決定）

（抜粋）

第２ 地方分権のための制度・運営の改革の推進
１ 重点行政分野の抜本的見直し

（１） くらしづくり分野関係

【幼保・子ども】
○ 認定こども園制度については、当面、認定等に係る事務手続や会計処理が複雑であるなどの課題に対す

る抜本的な運用改善方策について平成20年度中に実施に着手する。あわせて、 認定こども園制度の一本
化に向けた制度改革について平成20年度中に結論を得る。 〔文部科学省・厚生労働省〕

○ 保育所について、「保育に欠ける」という入所要件の見直し、保護者と保育サービス提供者と の直接契約
方式について、包括的な次世代育成支援の枠組みを構築していく中で総合的な検討を行い、平成20年中

に結論を得る。〔厚生労働省〕

○ 文部科学省の「放課後子ども教室推進事業」と厚生労働省の「放課後児童健全育成事業」について、両事
業の統合も含めた更なる一本化の方向で改善方策を検討し、平成21年度から実施する。 〔文部科学省・厚

生労働省〕

【福祉施設の最低基準】
○ 保育所や老人福祉施設等についての施設設備に関する基準については、保育の質や、高齢者の生活の

一定の質の確保のための方策を前提としつつ、全国一律の最低基準という位置付けを見直し、国は標準を
示すにとどめ地方公共団体が条例により決定し得るなど、地方公共団体が創意工夫を生かせるような方策
を検討し、計画の策定までに結論を得る。 〔厚生労働省〕
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２ これからの社会保障 ～ 中間報告が示す道筋 ～

３ 社会保障の機能強化のための改革
（５） 少子化・次世代育成支援対策

① 未来への投資としての少子化対策
少子化は日本が直面する最大の課題。基本は、就労と結婚・出産・子育ての「二者択一構造」の解決を通じた「希望と現実の乖離」の解
消。「仕事と生活の調和の実現」と「子育て支援の社会的基盤の拡充」を車の両輪として取り組むことが重要である。

② 仕事と生活の調和の推進
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」に基づき、全ての働く者について社会

全体で働き方の見直しに取り組んでいくことが必要である。
③ 子育て支援サービスの充実

１歳の壁、４歳の壁、小１の壁、小４の壁の解消など利用者視点に立ったきめ細かな運用面での改善が必要。また、施策の担い手となっ
ている市町村レベルでの取組の充実、省庁間の連携の強化を図るべきである。

④ 地域における子育て環境の整備
地域の多様な主体が担い手となり、子ども自身の視点に立つとともに、親を一方的なサービスの受け手とせずその主体性とニーズを尊

重し、子育てが孤立化しないように、子ども自身と親の成長に寄り添う形で支援することが重要である。
⑤ 少子化対策に対する思い切った財源投入と新たな制度体系の構築

大胆かつ効果的な財政投入を行ってサービスの質・量の抜本的拡充を図るべき。同時に、現在様々な制度に分かれている子育て支援関
係サービスを再構成し、一元的に提供することのできる新たな制度体系の構築が不可欠である。

３ 中間報告後の議論

（４） 少子化対策の意義と課題
少子化問題は、将来の我が国の経済成長や、年金をはじめとする社会保障全体の持続可能性の根幹にかかわるという点で、最優先で

取り組むべき「待ったなし」の課題である。
本年６月の中間とりまとめでは、少子化対策は、将来の担い手を育成する「未来への投資」として位置付け、就労と結婚・出産・育児の

「二者択一構造」の解決を通じた「希望と現実の乖離」の解消を目指し、①仕事と生活の調和、②子育て支援の社会的基盤の拡充を「車の
両輪」として取り組むことが重要としている。

あわせて、我が国の家族政策関係支出が諸外国に比べて非常に小さいことから、「国が責任をもって国・地方を通じた財源の確保を図っ
た上で、大胆かつ効率的な財政投入を行い、サービスの質・量の抜本的な拡充を図るための新たな制度体系を構築することが必要不可
欠」とされている。

社会保障国民会議 最終報告（平成20年11月4日） （抜粋）
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（５） 新たな制度体系構築に向けた基本的視点
中間とりまとめで指摘した「新たな制度体系の構築」に関して、保育サービスのあり方や育児休業制度の見直しについては、すでに専門の
審議会において、年末に向けて議論が始まっているところであるが、今後の議論に反映させていくため、以下のように課題を整理した。

① 仕事と子育ての両立を支えるサービスの質と量の確保等
新たな制度体系構築に際しては、潜在的な保育サービス等の需要に対し、速やかにサービス提供されるシステムとすることが必要。
働き方の多様化、子育て支援ニーズの深化・多様化を踏まえ、提供者視点ではなく、子どもや親の視点に立った仕組とすることが重要で

あり、良質なサービスをきちんと選べる仕組とする必要がある。また、病児保育などの多様なニーズへの対応も課題。
サービス量の抜本的拡充のためにも、

・ ニーズの多様化に対応した保育の必要性の判断の仕組（「保育に欠ける」という要件の見直し）
・ サービスが必要な人が安心して利用できるような保障の強化（権利性の明確化）を図り、保育所と利用者が向き合いながら、良質で柔軟

なサービス提供を行う仕組
・ 民間活力を活用する観点からの多様な提供主体の参入
・ 一定の質が保たれるための公的責任のあり方
といった見直しの視点を踏まえつつ、専門の審議会において議論を深めていく必要がある。

放課後児童対策について、制度面・予算面とも拡充する必要。
身近な地域における社会的な子育て支援機能の強化が必要。
育児休業制度については、短時間勤務制度など柔軟な働き方を支援することが重要。あわせて、男性（父親）の長時間労働の是正や

育児休業の取得促進などの働き方の見直しが必要。その際、企業経営者の意識改革とともに、企業内保育施設設置に対する支援も含め、
企業にインセンティブを与えるような仕組も重要。

縦割り行政を廃し、サービスを実施する市町村における柔軟な取組を可能とすることが必要。
② すべての家庭の子育て支援のあり方

新たな制度体系の構築に当たっては、育児不安を抱える者への対応など、すべての子育て家庭に対する支援をより拡充することが必要。
安心して子どもを産むことができるための妊娠・出産期の支援の拡充が必要。
母子家庭への支援、社会的養護を必要とする子どもや障害児など特別な支援を必要とする子どもに対する配慮が必要。
地域住民、NPO、企業など、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出すことが必要。

③ 国民負担についての合意形成
少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その位置付けを明確にした上で、効果的な財源投入を

行うことが必要。
国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略

会議報告において、1.5兆円～2.4兆円と推計されているところ。
また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を必要とする

子ども達に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性の高
い保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。

少子化対策は「未来への投資」として、国、地方公共団体、事業主、国民が、それぞれの役割に応じ、費用を負担していくよう、合意形成
が必要。


